
江東区保育士等キャリアアップ補助金交付要綱 
平成２７年４月１日 

２７江こ保第２３６５号 
（目的） 
第１条 この要綱は、保育士等のキャリアアップに向けた取組に要する費用の

一部を施設又は事業を運営する事業者に補助することにより、保育士等の人

材確保及び質の高い保育サービスの安定的な供給を図ることを目的とする。 
（補助対象者） 
第２条 補助対象者は、国又は地方公共団体以外が設置した江東区内（居宅訪

問型保育事業又は事業所内保育事業において、江東区に住所を有する児童が

当該事業を利用している場合は、東京都内）の次の施設又は事業を運営する

事業者とする。ただし、当該施設又は事業を運営する法人その他の団体の代

表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に暴力団員等（江東区

暴力団排除条例（平成２４年３月江東区条例第１号）第２条第２号に規定す

る暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者が

いる場合を除く。 
(1) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条第１項の規

定により区の確認を受けた次のいずれかの施設 
ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する

保育所（東京都保育士等キャリアアップ補助金交付要綱（平成２７年３

月１６日付２６福保子保第２９６０号）の交付対象施設を除く。以下「認

可保育所」という。） 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

（以下単に「認定こども園」という。） 
(2) 子ども・子育て支援法第４３条第１項の規定により区の確認を受けた次

のいずれかの事業 
ア 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業（以下単に「家

庭的保育事業」という。） 

イ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業（以下単に



「小規模保育事業」という。） 

ウ 児童福祉法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業（以下

単に「居宅訪問型保育事業」という。） 

エ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業（以下単

に「事業所内保育事業」という。） 
(3) 東京都認証保育所事業実施要綱（平成１３年５月７日１２福子推第１１

５７号）に規定する認証保育所（東京都認定こども園の認定要件に関する

条例（平成１８年東京都条例第１７４号）第３条第１号に規定する幼稚園

型認定こども園及び同条第３号に規定する地方裁量型認定こども園を構成

する認証保育所を除く。以下同じ。） 

(4) 家庭的保育事業等実施要綱（平成２２年６月２５日２２福保子保第４３

７号）別表２の１(1)、(2)又は(6)の規定に基づき実施する家庭的保育事業

（以下単に「都家庭的保育事業」という。） 

(5) 東京都一時預かり事業・定期利用保育事業実施要綱（平成７年１０月２

３日７福子推第２７６号）第３の２(2)ウ及びエの規定に基づき実施する定

期利用保育事業（以下単に「定期利用保育事業」という。） 

(6) 東京都病児保育事業実施要綱（平成２１年９月８日２１福保子保第３７

５号）第４の１又は２の規定に基づき実施する病児保育事業（以下単に「病

児保育事業」という。） 

（補助対象事業） 
第３条 補助対象事業は、前条に規定する施設又は事業を行う事業所に勤務す

る保育士等（前条の施設又は事業を行う事業所に勤務する職員のうち、非常

勤職員を含み、経営に携わる法人等の役員である職員を除いた者をいう。以

下同じ。）の処遇改善事業（以下「補助事業」という。）とする。 
（補助対象経費） 
第４条 補助対象経費は、次の各号に掲げる補助対象者に応じ、当該各号に定

める年度（以下「基準年度」という。）における保育士等の人件費（退職手当

を除く賃金改善に要した費用に限る。）とする。ただし、特定教育・保育、特

別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利

用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平成２



７年内閣府告示第４９号）第１条第１８号に規定する処遇改善等加算の賃金

改善要件分により賃金改善を行った場合に要した費用を除く。 
(1) 認可保育所及び認定こども園を運営する事業者 子ども・子育て支援法

第３１条第１項の規定により区の確認を受けた年度の前年度（次号に該当

するものを除く。） 

(2) 前号に掲げる補助対象者のうち、当該施設（平成２６年度に保育士等処

遇改善臨時特例事業の実施について（平成２６年５月２９日雇児発０５２

９第２４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）による補助を受けた

施設に限る。）を平成２７年３月３１日以前から運営しているもの 平成２

４年度 

(3) 家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所内保

育事業を運営する事業者 子ども・子育て支援法第４３条第１項の規定に

より区の確認を受けた年度の前年度 

(4) 認証保育所、都家庭的保育事業、定期利用保育事業及び病児保育事業を

運営する事業者 新たにこの補助金の交付を受ける年度の前年度 
２ 前項各号の規定にかかわらず、補助対象者が、平成２７年４月１日以後に

子ども・子育て支援法第３１条第１項若しくは第４３条第１項の規定により

区の確認を受けた施設若しくは事業を行う事業所又は同日以後に事業を行う

事業所を開設した場合の基準年度は、当該確認を受けた又は事業を行う事業

所を開設した年度とする。 
（補助金の額） 
第５条 補助金の額は、次の各号に掲げる補助対象者に応じ、当該各号に定め

る額と実支出額のうち、いずれか少ない額とし、予算の範囲内で交付する。 
(1) 認可保育所を運営する事業者 別表に定める単価に、同表に定める年齢

区分に応じた各月初日の在籍児童数を乗じて得た額の合計額（福祉サービ

ス第三者評価（「東京都における福祉サービス第三者評価（指針）」の改正

について（通知）（平成２４年９月７日付２４福保指指第６３８号）に規定

するものをいう。以下同じ。）の受審及び結果の公表を３年（補助対象期間

が属する年度及び直前の過去２年度。以下同じ。）に１回以上実施していな

い場合は、当該額に０.５を乗じて得た額） 



(2) 認定こども園を運営する事業者 別表に定める単価に、同表に定める年

齢区分に応じた各月初日の在籍児童数（子ども・子育て支援法第１９条第

１項第２号又は第３号に規定する小学校就学前子どもに限る。）を乗じて得

た額の合計額（福祉サービス第三者評価の受審及び結果の公表を３年に１

回以上実施していない場合は、当該額に０．５を乗じて得た額） 

(3) 認証保育所を運営する事業者 別表に定める単価に、同表に定める年齢

区分に応じた各月初日の在籍児童数を乗じて得た額の合計額（福祉サービ

ス第三者評価の受審及び結果の公表を３年に１回以上実施していない場合

及び東京都子育て支援員研修事業実施要綱（平成２７年５月２９日２７福

保子計第２４９号）で定める５(2)ア及びイ(ｲ)のうち「地域保育コース」

の「地域型保育」に係る受講の計画を策定し修了させた職員（以下「子育

て支援員研修修了者」という。）を１人以上配置していない場合（東京都認

証保育所事業実施要綱７(1)ウにより算出した総所要保育従事職員が全て

常勤有資格者（保育士である常勤職員をいう。）である場合を除く。）は、

当該額に０．５を乗じて得た額） 

(4) 家庭的保育事業、都家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育

事業及び定期利用保育事業を運営する事業者 別表に定める単価に、同表

に定める年齢区分に応じた各月初日の在籍児童数を乗じて得た額の合計額 

(5) 事業所内保育事業を運営する事業者 次のア及びイにより算定した額 
ア 従業員枠の児童 

別表に定める単価に、同表に定める年齢区分に応じた各月初日の在籍

児童数（江東区内に居住する者に限る。）を乗じて得た額の合計額に、１

００分の８４を乗じて得た額 
イ 従業員枠以外（地域枠）の児童 

別表に定める単価に、同表に定める年齢区分に応じた各月初日の在籍

児童数（江東区内に居住する者に限る。）を乗じて得た額の合計額 

(6) 病児保育事業を運営する事業者 別表に定める単価に、定員数を乗じて

得た額 
２ 補助金の額は１,０００円単位とし、１,０００円未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てる。 



（交付申請） 
第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、江東

区保育士等キャリアアップ補助金交付申請書（別記第１号様式）に、次の書

類を添えて区長に申請するものとする。 
(1) 江東区保育士等キャリアアップ補助金所要額調書（別記第２号様式） 

(2) 江東区保育士等キャリアアップ補助金事業計画書（別記第３号様式） 

(3) 江東区保育士等キャリアアップ補助金キャリアパス要件届出書（別記第

４号様式） 

(4) 前３号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 
２ 前項の規定にかかわらず、第２条第１号及び第２号に掲げる施設又は事業

は、施設型給付費等に係る処遇改善等加算について（平成２７年３月３１日

府政共生第３４９号・２６文科初第１４６３号・雇児発０３３１第１０号内

閣府政策統括官（共生社会政策担当）・文部科学省初等中等教育局長・厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づき、区長が別に定める時期までに、

江東区保育士等キャリアアップ補助金キャリアパス要件届出書を提出するも

のとする。 
（交付決定） 
第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるものについては江東区保育士等キャリアアップ補助金交付決定

通知書（別記第５号様式）により、不適当と認めるものについては江東区保

育士等キャリアアップ補助金交付申請却下通知書（別記第６号様式）により、

速やかに申請者に通知する。 
２ 区長は、前項の交付決定に際し、別記の補助条件を付するものとする。 
（取下げ） 
第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服

があり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知を

受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出するものと

する。 
（変更等の申請） 



第９条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに江東

区保育士等キャリアアップ補助金に係る事業変更等承認申請書（別記第７号

様式。以下「変更申請書」という。）により区長に申請し、その承認を得なけ

ればならない。 
(1) 補助事業の内容を著しく変更しようとするとき。 
(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（変更等の承認） 
第１０条 区長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは江東区保育士等キャリアアップ補助金交付決定変更等承認

通知書（別記第８号様式）により、不適当と認めるときは江東区保育士等キャ

リアアップ補助金交付決定変更等不承認通知書（別記第９号様式）により補

助事業者に通知する。 
（状況報告） 
第１１条 補助事業者は、補助事業の適正な遂行を期するため、区長が補助事

業の進捗状況に係る報告又は帳簿等の提出を求めたときは、適切に対応しな

ければならない。 
（補助事業の完了時期） 
第１２条 補助事業は、当該年度の３月３１日までに完了しなければならない。 
（事故報告） 
第１３条 補助事業者は、補助事業が前条に規定する完了時期までに完了しな

いことが見込まれる場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面に

より区長に報告し、その指示を受けなければならない。 
（実績報告） 
第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに江東区保育士

等キャリアアップ補助金事業実績報告書（別記第１０号様式）に、次の書類

を添えて区長に報告しなければならない。 
(1) 江東区保育士等キャリアアップ補助金所要額調書 
(2) 江東区保育士等キャリアアップ補助金賃金改善実績報告書（別記第１１

号様式） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 



（額の確定） 
第１５条 区長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該実

績報告書の審査及び必要に応じて行う実地調査により、当該報告に係る補助

事業の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認

めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、江東区保育士等キャリアアッ

プ補助金額確定通知書（別記第１２号様式）により、補助事業者に通知する。 
（補助金の請求） 
第１６条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助事業者は、江東区

保育士等キャリアアップ補助金交付請求書（別記第１３号様式）により、区

長に請求するものとする。 
２ 区長は、前項の規定により補助金の請求を受けたときは、当該補助事業者

に対し、速やかに補助金を支払う。 
（是正のための措置） 
第１７条 区長は、第１５条の規定による審査及び実地調査の結果、補助事業

の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めると

きは、補助事業者に対し、当該補助事業につき、これらに適合させるための

措置をとるべきことを命ずることができる。 
（交付決定の取消し） 
第１８条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 
(2) 補助金を他の目的に使用したとき。 
(3) 補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令に違反した

とき。 

(4) 第２条ただし書に該当するに至ったとき。 

(5) 補助事業を行うことにより、賃金改善を行う給与項目以外の給与水準を

低下させたとき（人事評価、勤務実績等を原因とする賞与の場合を除く。）。 
２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、江東区

保育士等キャリアアップ補助金交付決定取消通知書（別記第１４号様式）に

より、補助事業者に通知する。 



（補助金の返還） 
第１９条 区長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助

金を交付しているときは、期限を定めて補助金の返還を命じなければならな

い。 
２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

に定めるところによる。 
（関係書類の整理保存） 
第２０条 補助事業者は、補助事業に係る収支の事実を明らかにした帳簿を備

え、当該収支に係る証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を当該

事業が完了した日（事業の中止又は廃止の承認を得た場合にあっては、その

承認を得た日）の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 
（委任） 
第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、こども未来部長が別

に定める。 



別記（第７条関係） 
キャリアパス要件 
次に掲げる全ての要件を満たすこと。 
１ 施設又は事業所職員の職位、職責、職務内容等に応じた勤務条件等の要

件（施設又は事業所職員の賃金に関するものを含む。）を定め、就業規則等

の明確な根拠規定を書面で整備し、当該施設又は事業所職員に周知してい

ること。 

２ 前号に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨

時的に支払われるものを除く。）について定め、就業規則等の明確な根拠規

定を書面で整備し、当該施設又は事業所職員に周知していること。 

３ 施設又は事業所職員の職務内容等を踏まえ、施設又は事業所職員と意見

を交換しながら、資質向上の目標及び次に掲げる具体的な計画を策定し、

当該施設又は事業所職員に周知するとともに、当該計画に係る研修（通常

業務中に行う研修を除く。以下同じ。）の実施又は研修の機会を確保してい

ること。 
(1) 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実

施するとともに、施設又は事業所職員の能力評価を行うこと。 

(2) 幼稚園教諭免許、保育士資格等を取得しようとする者がいる場合は、

資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付

与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。 



別表（第５条関係） 江東区保育士等キャリアアップ補助金単価表（児童１人

当たりの月額） 
１ 認可保育所 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ２０人まで ２号 ４歳以上児 ６,１６０ ３歳児 ６,６５０ ３号 １、２歳児 １０,１５０ 乳児 １５,１２０ ２１人から３０人まで ２号 ４歳以上児 ４,４８０ ３歳児 ４,９７０ ３号 １、２歳児 ８,４７０ 乳児 １３,４４０ ３１人から４０人まで ２号 ４歳以上児 ３,６４０ ３歳児 ４,１３０ ３号 １、２歳児 ７,６３０ 乳児 １２,６００ ４１人から５０人まで ２号 ４歳以上児 ３,５００ ３歳児 ３,９９０ ３号 １、２歳児 ７,４９０ 乳児 １２,４６０ ５１人から６０人まで ２号 ４歳以上児 ３,０８０ ３歳児 ３,５７０ ３号 １、２歳児 ７,０７０ 乳児 １２,０４０ ６１人から７０人まで ２号 ４歳以上児 ２,８００ ３歳児 ３,２９０ ３号 １、２歳児 ６,７９０ 乳児 １１,７６０ ７１人から８０人まで ２号 ４歳以上児 ２,５２０ ３歳児 ３,０１０ 



３号 １、２歳児 ６,５１０ 乳児 １１,４８０ ８１人から９０人まで ２号 ４歳以上児 ２,３８０ ３歳児 ２,８７０ ３号 １、２歳児 ６,３７０ 乳児 １１,３４０ ９１人から１００人まで ２号 ４歳以上児 ２,０３０ ３歳児 ２,５２０ ３号 １、２歳児 ６,０２０ 乳児 １０,９９０ １０１人から１１０人まで ２号 ４歳以上児 １,８９０ ３歳児 ２,３８０ ３号 １、２歳児 ５,８８０ 乳児 １０,８５０ １１１人から１２０人まで ２号 ４歳以上児 １,８２０ ３歳児 ２,３１０ ３号 １、２歳児 ５,８１０ 乳児 １０,７８０ １２１人から１３０人まで ２号 ４歳以上児 １,７５０ ３歳児 ２,２４０ ３号 １、２歳児 ５,７４０ 乳児 １０,７１０ １３１人から１４０人まで ２号 ４歳以上児 １,７５０ ３歳児 ２,２４０ ３号 １、２歳児 ５,７４０ 乳児 １０,７１０ １４１人から１５０人まで ２号 ４歳以上児 １,６８０ ３歳児 ２,１７０ ３号 １、２歳児 ５,６７０ 



乳児 １０,６４０ １５１人から１６０人まで ２号 ４歳以上児 １,６８０ ３歳児 ２,１７０ ３号 １、２歳児 ５,６７０ 乳児 １０,６４０ １６１人から１７０人まで ２号 ４歳以上児 １,６１０ ３歳児 ２,１００ ３号 １、２歳児 ５,６００ 乳児 １０,５７０ １７１人以上 ２号 ４歳以上児 １,６１０ ３歳児 ２,１００ ３号 １、２歳児 ５,６００ 乳児 １０,５７０ 
２ 認証保育所 定員区分 年齢区分 単価（円） ２０人まで ４歳以上児 ６,１６０ ３歳児 ６,６５０ １、２歳児 １０,１５０ 乳児 １５,１２０ ２１人から３０人まで ４歳以上児 ４,４８０ ３歳児 ４,９７０ １、２歳児 ８,４７０ 乳児 １３,４４０ ３１人から４０人まで ４歳以上児 ３,６４０ ３歳児 ４,１３０ １、２歳児 ７,６３０ 乳児 １２,６００ ４１人から５０人まで ４歳以上児 ３,５００ ３歳児 ３,９９０ 



１、２歳児 ７,４９０ 乳児 １２,４６０ ５１人から６０人まで ４歳以上児 ３,０８０ ３歳児 ３,５７０ １、２歳児 ７,０７０ 乳児 １２,０４０ ６１人から７０人まで ４歳以上児 ２,８００ ３歳児 ３,２９０ １、２歳児 ６,７９０ 乳児 １１,７６０ ７１人から８０人まで ４歳以上児 ２,５２０ ３歳児 ３,０１０ １、２歳児 ６,５１０ 乳児 １１,４８０ ８１人から９０人まで ４歳以上児 ２,３８０ ３歳児 ２,８７０ １、２歳児 ６,３７０ 乳児 １１,３４０ ９１人から１００人まで ４歳以上児 ２,０３０ ３歳児 ２,５２０ １、２歳児 ６,０２０ 乳児 １０,９９０ １０１人から１１０人まで ４歳以上児 １,８９０ ３歳児 ２,３８０ １、２歳児 ５,８８０ 乳児 １０,８５０ １１１人から１２０人まで ４歳以上児 １,８２０ ３歳児 ２,３１０ １、２歳児 ５,８１０ 



乳児 １０,７８０ 
３ 認定こども園 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） １０人まで ２号 ４歳以上児 １５,５４０ ３歳児 １６,０３０ ３号 １、２歳児 １９,５３０ 乳児 ２４,５００ １１人から２０人まで ２号 ４歳以上児 ８,３３０ ３歳児 ８,８２０ ３号 １、２歳児 １２,３２０ 乳児 １７,２９０ ２１人から３０人まで ２号 ４歳以上児 ５,９５０ ３歳児 ６,４４０ ３号 １、２歳児 ９,９４０ 乳児 １４,９１０ ３１人から４０人まで ２号 ４歳以上児 ４,７６０ ３歳児 ５,２５０ ３号 １、２歳児 ８,７５０ 乳児 １３,７２０ ４１人から５０人まで ２号 ４歳以上児 ４,４１０ ３歳児 ４,９００ ３号 １、２歳児 ８,４００ 乳児 １３,３７０ ５１人から６０人まで ２号 ４歳以上児 ３,７８０ ３歳児 ４,２７０ ３号 １、２歳児 ７,７７０ 乳児 １２,７４０ ６１人から７０人まで ２号 ４歳以上児 ３,４３０ ３歳児 ３,９２０ 



３号 １、２歳児 ７,４２０ 乳児 １２,３９０ ７１人から８０人まで ２号 ４歳以上児 ３,０８０ ３歳児 ３,５７０ ３号 １、２歳児 ７,０７０ 乳児 １２,０４０ ８１人から９０人まで ２号 ４歳以上児 ２,８７０ ３歳児 ３,３６０ ３号 １、２歳児 ６,８６０ 乳児 １１,８３０ ９１人から１００人まで ２号 ４歳以上児 ２,４５０ ３歳児 ２,９４０ ３号 １、２歳児 ６,４４０ 乳児 １１,４１０ １０１人から１１０人まで ２号 ４歳以上児 ２,３１０ ３歳児 ２,８００ ３号 １、２歳児 ６,３００ 乳児 １１,２７０ １１１人から１２０人まで ２号 ４歳以上児 ２,２４０ ３歳児 ２,７３０ ３号 １、２歳児 ６,２３０ 乳児 １１,２００ １２１人から１３０人まで ２号 ４歳以上児 ２,１００ ３歳児 ２,５９０ ３号 １、２歳児 ６,０９０ 乳児 １１,０６０ １３１人から１４０人まで ２号 ４歳以上児 ２,０３０ ３歳児 ２,５２０ ３号 １、２歳児 ６,０２０ 



乳児 １０,９９０ １４１人から１５０人まで ２号 ４歳以上児 １,９６０ ３歳児 ２,４５０ ３号 １、２歳児 ５,９５０ 乳児 １０,９２０ １５１人から１６０人まで ２号 ４歳以上児 １,９６０ ３歳児 ２,４５０ ３号 １、２歳児 ５,９５０ 乳児 １０,９２０ １６１人から１７０人まで ２号 ４歳以上児 １,８９０ ３歳児 ２,３８０ ３号 １、２歳児 ５,８８０ 乳児 １０,８５０ １７１人以上 ２号 ４歳以上児 １,８２０ ３歳児 ２,３１０ ３号 １、２歳児 ５,８１０ 乳児 １０,７８０ 
４(1) 家庭的保育事業 認定区分 年齢区分 単価（円） ３号 乳児、１、２歳児 １０,８５０ 

(2) 都家庭的保育事業 年齢区分 単価（円） 乳児、１、２歳児 １０,８５０ 
５(1) 小規模保育事業（Ａ型） 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ６人から１２人まで ３号 １、２歳児 １０,５７０ 乳児 １５,５４０ １３人から１９人まで ３号 １、２歳児 ８,４７０ 乳児 １３,４４０ 

(2) 小規模保育事業（Ｂ型） 



定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ６人から１２人まで ３号 １、２歳児 ８,１９０ 乳児 １１,６２０ １３人から１９人まで ３号 １、２歳児 ６,４４０ 乳児 ９,８７０ 
(3) 小規模保育事業（Ｃ型） 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ６人から１０人まで ３号 乳児、１、２歳児 ９,９４０ １１人から１５人まで ３号 乳児、１、２歳児 ９,２４０ 

６ 居宅訪問型保育事業 認定区分 年齢区分 単価（円） ３号 乳児、１、２歳児 ３１,８５０ 
７ 定期利用保育事業 定員区分 年齢区分 単価（円） ２０人まで ４歳以上児 ４,４１０ ３歳児 ４,９００ １、２歳児 ８,４００ 乳児 １３,３７０ ２１人から３０人まで ４歳以上児 ３,３６０ ３歳児 ３,８５０ １、２歳児 ７,３５０ 乳児 １２,３２０ ３１人から４０人まで ４歳以上児 ２,８００ ３歳児 ３,２９０ １、２歳児 ６,７９０ 乳児 １１,７６０ ４１人から５０人まで ４歳以上児 ２,８００ ３歳児 ３,２９０ １、２歳児 ６,７９０ 



乳児 １１,７６０ 
８(1) 事業所内保育事業 

（小規模保育事業Ａ型基準適用） 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ５人まで ３号 １、２歳児 １８,３４０ 乳児 ２３,３１０ ６人から１２人まで ３号 １、２歳児 １０,５７０ 乳児 １５,５４０ １３人から１９人まで ３号 １、２歳児 ８,４７０ 乳児 １３,４４０ 
(2) 事業所内保育事業 

（小規模保育事業Ｂ型基準適用） 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ５人まで ３号 １、２歳児 １４,９１０ 乳児 １８,３４０ ６人から１２人まで ３号 １、２歳児 ８,１９０ 乳児 １１,６２０ １３人から１９人まで ３号 １、２歳児 ６,４４０ 乳児 ９,８７０ 
(3) 事業所内保育事業 

（定員２０人以上） 定員区分 認定区分 年齢区分 単価（円） ２０人から３０人まで ３号 １、２歳児 ８,４７０ 乳児 １３,４４０ ３１人から４０人まで ３号 １、２歳児 ７,６３０ 乳児 １２,６００ ４１人から５０人まで ３号 １、２歳児 ７,４９０ 乳児 １２,４６０ ５１人から６０人まで ３号 １、２歳児 ７,０７０ 乳児 １２,０４０ 



６１人から ３号 １、２歳児 ６,７９０ 乳児 １１,７６０ 
９ 病児保育事業 定員数 単価(円) ２人 ２０，３００ ３人 １３，５００ ４人 １０，１００ ５人 １１，９００ ６人 ９，９００ ７人 ８，５００ ８人 ９，８００ ９人 ８，７００ １０人 ７，８００ 
備考 

１ 認可保育所、認定こども園、小規模保育事業、事業所内保育事業及び

定期利用保育事業の定員は、利用定員とする。 

２ 認証保育所の定員は、東京都認証保育所事業実施要綱２(3)に定める定

員とする。 


